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判例評釈
配転後の精神障害と労災認定
─国・福岡東労働基準監督署長 (粕屋農協) 事件
福岡高裁平成21年５月19日判決 (平成20年 (行コ) 第21号遺族補償給付
及び葬祭料不支給処分取消請求控訴事件) 労働判例993号76頁
阿 部 未 央
Ⅰ. 事実
１ 訴外亡A (死亡当時45歳) は, 昭和62年粕屋農協に臨時職員として
採用され, 平成元年から正規職員となった｡ Aは日ごろから無口で接客
が苦手であったため, これまでは給油所にて給油業務や灯油等の配達業
務に当たっていたが, 平成11年４月からは勢門支所の金融共済課貯金専
任渉外係に配置されることになった｡ (以下, この配置換えを ｢本件配
置転換｣ という)｡ この配置替えには, Aがガソリンの揮発臭が苦手で
あり, かねて給油所勤務から外れたいと思っていたところ, Aの父親の
口利きで金融業務への異動が決まったという経緯がある｡
２ Aの配置転換後の業務内容は, 主として定期積金・定期貯金, 長期
共済等の集金業務及び推進業務であった｡ 粕屋農協は毎年, 全職員に定
期積金等の年間獲得目標を設定しており, その達成率を賞与に反映させ
ていた｡
Aの平成11年度における長期共済の年間目標は, 他の部署での経験が
あることや45歳という年齢等を考慮して, 他の貯金専任渉外係の職員と
同様に３億3500万円 (新人の場合には1億5000万円) とされた｡ 各支所
の貯金専任渉外係全員の長期共済の平均達成率は, ４月から７月までそ
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れぞれ14.8％ (Aは0％), 27.7％ (Aは6.1％), 43％ (Aは6.1％), 51.8
％ (Aは9.1％) であり, Aはいずれも最下位であった｡ 年金共済の平均
達成率についても, Aは常に最下位であった｡
３ 同年５月７日, Aは仕事中に, 頭痛がし眩暈もあって２度嘔吐した｡
このころから, Aは帰宅後徐々に口数が少なくなり, 食事中の会話も減っ
て, 食事を取るとすぐにベッドに入るという状態となっていった｡ ５月
中旬ころからは, ため息が多くなり, ぼんやりして宙を見つめていたか
と思うと, 急にセールストークの本を読み出し, あるいは紙袋２, ３袋
に顧客のデータを打ち出した資料を大量に入れ, 家の中でも始終持ち歩
く等の行動もみられるようになった｡
７月ころからは, Aは外回りの途中で自宅に寄り, しばらくの間座り
込んで, 足を投げ出してぼーっとすることが多くなった｡ 他方, 帰宅時
間は午後10時に及ぶ日も多くなっていたが, 実績は上がらない状態が続
いていた｡ ７月19日, 支所長から同月に5000万円の目標額を達成しなけ
れば年間目標の達成ができなくなると言われた｡ ７月21日, Aは妻X
(原告・被控訴人) に対し, 年間目標額達成のため, 子どもに生命保険
をかける旨の相談をした｡ Xは自分が働きに出れば何とかできると提案
したところ, Aは自分のノルマのためにXが働きに出て, 子どもが寂し
い思いをするのは辛いと漏らした｡ Aは７月22日に出勤したがそのまま
消息を絶ち, ２日後山中で縊死しているのを発見された｡ 死亡後の判定
により, Aは同年５月中旬ころから, うつ病エピソード (以下, ｢本件
精神障害｣) を発症していたものと判定された｡
４ Xは, Aが自殺したのは業務上の事由により罹患した精神障害によ
るものであると主張して, 福岡東労働基準監督署長に対し, 労災保険法
に基づく遺族補償年金及び葬祭料の支給を求めた｡ これに対し, 同監督
署長が平成15年１月20日付けで不支給処分をしたところから, XがY
(国―被告・控訴人) に対し, 同処分の取消しを求めた事案である｡
法政論叢──第50号(2011)
82
(
二
一)
原審 (福岡地判平成20･3･26労判964号35頁) は, Aが従事した推進業
務は自殺に至るほどの過重な心理的負荷を与えるものである一方, Aに
精神障害の発症に寄与する個体側要因はなかったとして業務起因性を認
め, 同監督署長のなした不支給処分を取り消し, Xの請求を認容した｡
このため, Yが同処分の取り消しを求め, 控訴した｡
Ⅱ 判旨 控訴棄却｡
１ ｢労働者の精神障害による自殺が ｢労働者が業務上死亡した場合｣
に当たるというためには, …当該精神障害の業務起因性が認められなけ
ればならない｣｡ これを認めるためには, ｢当該精神障害が, 当該業務に
内在する危険が現実化したものであると評価し得ることが必要であり,
その評価は, 平均的な労働者の受け止め方を基準として, ①業務による
心理的負荷, ②業務以外の要因による心理的負荷, ③個体側の反応性,
脆弱性を総合考慮して行うのが相当である｡ ただし, ｢平均的な労働者｣
の受け止め方を基準とするといっても, 労働者の年齢, 経験, 資質, 性
格, 健康状態等はまさに多種多様であって, このような事情をおよそ考
慮しないというわけにはいかないのであり, むしろ, 当該労働者の年齢,
経験などの客観的な要素は当然考慮すべきである｡ また, それ以外の資
質, 性格, 健康状態, 多分に主観的・個別的要素についても, それが当
該職場における通常の労働者の範疇から逸脱した全く特殊な事情という
ことではなく, かつ, 使用者側においても当該事情を認識し, 把握して
いたという場合には, むしろ十分に配慮しなければならないものという
べきである｡｣
２ ｢ところで, 上記①ないし③の各要素を総合考慮して当該精神障害
の業務起因性について判断するといっても, 上記３つの要素がどのよう
に絡み合うかによって幾つかの場合分けが可能である｡ まず, ①による
心理的負荷が, 社会通念上, 客観的に見て, それのみで精神障害を発症
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させる程度に過重であるといえる場合には, 業務に内在ないし随伴する
危険が現実化したものとして, 当該精神障害の業務起因性を肯定するこ
とができる｡ これに対し, ①による心理的負荷が, それのみでは精神障
害を発症させるまでに過重であるとは認められない場合においても, ②
による心理的負荷又は③の個体側要因のいずれかと相俟って, 又は, そ
の両者と合わさることにより精神障害が発症したという場合も考えられ
る｡ このように, いわば複合的な要因が絡み合って精神障害が発症した
という場合の業務起因性の有無はより慎重な検討が求められることにな
る｡ 他方, ①及び②による心理的負荷が, 単独では, いずれも一般的に
は精神的な変調を来すことなく適応することができる程度のものである
のみならず, 両者が合わさっても同様のことがいえるにもかかわらず,
精神障害が発症したという場合には, その要因は③によるものとみるほ
かはなく, もとより業務起因性は否定される｡｣
３ Aと同じ業務に従事する同農協の職員に精神障害を発症した者がい
ないこと, Aには ｢生来的にうつ病に対する親和性のある性格傾向｣ が
認められることからすると, 本件精神障害の発症につき, ｢同人の個体
側の反応性ないし脆弱性 (以下 ｢③の要因｣ という｡) が関係している
ものと見ざるを得ない｡｣
本件配置転換後の業務による心理的負荷 (①の要件) に関して検討す
る｡ まず, 本件配置転換について, むしろAの性格の故に, 長年それに
見合った職務に従事させていたが, ｢全くの畑違いの業務に従事させる
本件配置転換は, 平均的な労働者の観点からしても, 過度に大きな心理
的負荷を与えるものであった｣｡ 次に, 推進業務の業務内容について,
積極的な対人関係が求められ, Aの ｢経歴や性格, 性向からすれば, か
なり困難な業務であった｣｡ 目標額の設定について, 未経験業務であり,
45歳という年齢から変化に順応しづらくなっていることも想定される中
で, 新人並ではなく経験者同様とされたことは, ｢平均的な労働者の観
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点から見たとしても, 心理的負荷は相当大きなものであった｣｡ Aの実
績が最下位であり支所全体の連帯責任になりかねない状況は, 心理的負
荷を助長させたと推認できる｡ さらに, Aに対する援助体制につき, A
の執務状況等を把握し援助することも可能であったが, 十分には機能し
ていなかった｡ 以上からすれば, 本件精神障害は ｢まさに当該業務に内
在する危険の現実化と認めるべきものである｡｣
４ したがって ｢本件精神障害, ひいては本件自殺について業務起因性
がないものとした本件処分は違法であり, これを取り消すべきである｡
これと結論において同旨の原判決は正当であり, 本件控訴は理由がない｡｣
Ⅲ 評釈 判旨に疑問あり｡
１ 本判決の特徴
本件は, 接客が苦手な労働者が, 未経験部門である金融部門の営業職
へ配置転換し, ノルマを達成できない状態が続くなかで, 精神障害 (う
つ病) を発症し自殺したことについて, 労災保険法に基づく ｢業務起因
性｣ の存否が争われた事件である｡
本判決の特徴は, 第１に, 労災の業務上認定における ｢心理的負荷の
強度の評価｣ に関する ｢平均的な労働者｣ の概念に, 当該労働者の主観
的・個別的要素, およびこれに対する ｢使用者の認識｣ を新たに加味し
た点にある｡ ｢平均的労働者｣ の概念は業務起因性を判断する際の最大
の論点とされているが, 判例・学説の考え方は一貫していない｡ 被災労
働者やその遺族の救済という個別的側面と公平の理念に基づく労災補償
制度の社会的側面をどのように調整していくべきかという根本的な問題
にかかわってくる｡ 第２の意義は, 本判決は精神障害の業務起因性判断
において複合的要因 (①業務による心理的負荷, ②業務以外の心理的負
荷, ③個体側の反応性・脆弱性) が認められる場合の判断枠組みを提示
したが, これまでの行政解釈とは一部異なる点にある｡
配転後の精神障害と労災認定 国・福岡東労働基準監督署長 (粕屋農協) 事件──阿部
85
(
一
八)
うつ病による自殺を ｢業務上の死亡｣ と認める裁判例は, 年々急増し
ている｡ 本件のようなうつ病による自殺の業務上認定に関しては, 平成
11年通達が, 行政実務のみならず裁判例においても認定基準として採
用されていることも少なくない｡ 本判決は同通達とは異なり独自の解釈
を行っていると解される点も存在する｡ ここでは, 平成11年通達との対
比を意識しながら本判決の問題点について以下論じていく｡
２ ｢平均的な労働者｣ の射程 (判旨１)
(1) 判旨１は, 精神障害による自殺の業務起因性を判断する上で, ｢平
均的な労働者｣ の受け止め方を基準にするといっても, 多種多様な労働
者が存在することを前提として, 当該労働者の年齢, 経験などの客観的
な要素は当然考慮すべきであるとする｡ また, 当該労働者の資質, 性格,
健康状態など主観的・個別的要素であっても, 当該職場における通常の
労働者の範疇から逸脱した全く特殊な事情ではなく, かつ, 使用者側に
おいても当該事情を認識していたという場合には十分に考慮すべきであ
るとする｡
(2) この点, これまでも業務起因性の判断にあたり, だれを基準に行
うのかが重要な論点の１つとされてきた｡ 裁判例の傾向としては一般的
に, 大きく以下の２つに分類できる｡ a) 当該労働者と同種の職種にお
いて通常業務を支障なく遂行できる平均的労働者を基準とする説, b)
同種労働者の中で ｢性格が最も脆弱である者｣ を基準とする説である｡
最近の裁判例は, b)説よりa)説が多い｡
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 ｢心理的負荷による精神障害等に係る業務上外の判断指針について｣ (平成11
年９月14日付基発第544号, 一部改正平成21年４月６日付基発0406001号), ｢精
神障害による自殺の取扱いについて｣ (平成11年９月14日付基発第545号)｡ 以
下, これらをあわせて ｢平成11年通達｣ という｡
 菅野和夫 『労働法 第９版』 (有斐閣, 2010年) 393頁｡
まず, a)説として, ｢労働者の中には, 何らかの素因を有しながらも,
特段の勤務軽減までを必要としないで通常の勤務に就いている者も少な
からずいることから｣, ｢平均的な労働者にとどまる限り, 相対的に耐性
の弱い者｣ も含む, ｢平均的な労働者, すなわち, 何らかの素因 (個
体側の脆弱性) を有しながらも, 当該労働者と同程度の職種・地位・経
験を有し, 特段の勤務軽減までを必要とせず, 通常の業務を支障なく遂
行できる程度の健康状態にある者｣ を基準とするべきというもの等
がある｡ a)説では, 元来ストレスの受け止め方が優れて主観的な作用で
あることを前提に, 被災者の反応が平均的な人の受け止め方と大きくず
れていないか, 医学的経験的にみて不相当な反応を示していないかという
観点から, ある程度幅のある ｢平均｣ 解釈が許容されているといえる｡
なお, 平成11年通達では, ｢職種, 職場における立場や経験等が類似
する｣ ｢同種の労働者｣ という定義が採用されている｡ ｢本人がその出来
事…を主観的にどう受け止めたかではなく, 同種の労働者が, 一般的に
どう受け止めるかという観点から検討｣ されるべきであるとの理解から
である｡ この立場はa)説よりも狭いと解することもできるが, 個々人の
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 ①三田労働基準監督署長 (ローレルバンクマシン) 事件・東京地判平15･2･
12労判848号27頁｡
 ②さいたま労基署長 (日研化学) 事件・東京高判平19･10･11労判959号114頁｡
 ③国・大阪西労基署長 (NTT西日本大阪支店) 事件・大阪地判平19･5･23労
判950号44頁, ④名古屋南労基署長 (中部電力) 事件・名古屋高判平成19･10･3
1労判954号31頁, ⑤本事件・福岡地判平20･3･26労判964号35頁, ⑥国・北大阪
労基署長 (スターライト工業) 事件・大阪地判平20･5･12労判968号177頁 (ダ),
⑦国・渋谷労基署長 (小田急レストランシステム) 事件・東京地判平21･5･20
労判990号119頁｡ また, 単に ｢平均的労働者｣ とする裁判例として, ⑧国・北
九 州 西 労 基 署 長 ( テ ト ラ ) 事 件 ・ 東 京 地 判 平 21 ･ 2 ･ 26 労 判 990 号
163頁, ⑨国・中央労基署長 (日本トランスシティ) 事件・名古屋地判平21･5･
28労判1003号74頁｡
 労働調査会 『精神障害等の労災認定』 (労働調査会出版, 2009年) 62-63頁｡
多様性を前提に, ある程度幅のある裁判例の一般的傾向と整合的に解釈
しうることが確認されている｡
他方, b)説としては, ｢同種労働者…の中でその性格傾向が最も脆弱
である者 (ただし, 同種労働者の性格傾向の多様さとして通常想定され
る範囲内の者)｣, ｢平均的労働者の最下限の者｣ 等がある｡ a)説と
の決定的な違いは, b)説が平均的労働者像のなかに ｢最下限｣ の者を取
り入れている点であり, b)説は ｢実質的には本人基準説｣ に限りなく
近い｡ b)説は, 認定のハードルをかなり引き下げる役割を果たしている
と評されている｡ なお, b)説のなかには, 当該労働者の個別的・主観
的側面にも注目し ｢当該労働者の置かれた立場や状況・性格・能力等｣
をも考慮すべきであるとするものがある｡
(3) これに対して, 本判決の立場は, 最下限の者を含むと明示してい
るわけではないが, 客観的な要素だけでなく, 当該労働者の主観的要素
も積極的に加味していることから, 実質的にはa)説よりb)説に近いと解
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 ｢2010年10月15日 第１回精神障害の労災認定の基準に関する専門検討会 議
事録｣ http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r9852000000x3zl.html参照｡
 ⑩豊田労基署長 (トヨタ自動車) 事件・名古屋地判平13・6・18労判814号64頁｡
 ⑪さいたま労基署長 (日研化学) 事件・東京地判平18･11･29労判936号69頁｡
 ⑫名古屋南労基署長 (中部電力) 事件・名古屋地判18･5･17労判918号14頁,
⑬江戸川労基署長 (四国化工機工業) 事件・高松地判平21･2･9労判
990号174頁｡
 東京大学労働法研究会編 『注釈労働基準法 下巻』 (有斐閣, 2003年) [岩村
正彦執筆]883頁｡ 同様に, ｢性格傾向が最も脆弱な者｣ が事前にわかっていな
い (通常はこういう場合が多いであろう) と基準がなくなり, 本人基準説と変
わらなくなるという批判がある (山口浩一郎 『労災補償の諸問題 (増補版)』
(信山社, 2008年) 118頁)｡
 安西愈＝西村健一郎＝玉木一成 ｢精神疾患による自殺認定と企業の損害賠償
責任｣ 労判924号8-9頁 (西村健一郎発言, 安西愈発言)｡
 前掲⑪事件判決｡
される｡ また, 本判決は, ｢使用者の認識｣ というこれまでに考慮され
てこなかった新しい要素も加味している｡ この立場に対しては, 以下の
２点から疑問が残る｡
第１に, 当該労働者の ｢主観的要素｣ を積極的に業務起因性判断にお
いて考慮する点である｡ もちろん, 労災補償制度は ｢当該労働者及びそ
の遺族の援護｣ (労災法第１条) を目的として掲げており, 労働者災害
補償として被災労働者及びその遺族に対して生活保障を行うことは重要
である｡ ただ, 同法は同時に①事業主の過失の有無を問うことなく,
事業主に課せられるものであること (無過失賠償責任), および②労災
保険法における保険給付の原資は事業主の負担する保険料とされている
ことから, 業務起因性判断においては, 社会通念上, 客観的にみて, 業
務に内在する危険が現実化したものであることが求められている｡ とす
れば, 当該労働者の資質, 性格, 健康状態といった個体側の主観的要素
を業務起因性判断において積極的に考慮することは, 上記制度の性格か
らみて疑問が残る｡
第２に, 主観的要素を取り込む際に ｢使用者の認識｣ を条件とする点
である｡ この考え方は, 電通事件・最二小判平12･3･24労判779号13頁の
影響を受けているといえる｡ 同事件は, 当該労働者の性格が業務の過
重性に影響を与えたとしても, 使用者として予想すべき範囲である限り,
過失相殺の場面でしんしゃくすることはできないと判断した｡ しかし,
電通事件は労災民訴における民法722条２項の過失相殺の場面で提示さ
れた基準であり, 本判決のような労災の場合とは場面が異なる｡ 労災の
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 この点を重視し, 本人基準説を支持するものとして, 佐久間大輔 『労災・過
労死の裁判』 (日本評論社, 2010年) 149-150頁等｡
 労働調査会・前掲注6)28頁, 120頁｡
 水町勇一郎 ｢労働者のうつ病自殺と業務起因性判断─国・福岡東労基署長
(粕屋農協) 事件｣ ジュリスト1413号126頁 (2010年)｡
場合には, 労災民訴とは異なり救済は常にゼロか100かという二者択一
であり, 使用者の無過失責任である以上, ｢使用者の認識｣ を加味する
ことには違和感がある｡
３ 業務による心理的負荷と個体側要因との競合 (判旨２および３)
(1) 判旨２は, ①業務による心理的負荷, ②業務以外の要因による心
理的負荷, ③個体側の反応性, 脆弱性の各要件の相互関係につき, まず
①を検討し, ①だけで精神障害を発症する場合には, それだけで業務起
因性を肯定できるとする｡ 次に①だけでは発症しない程度 (複合的要因)
のときにはより慎重に検討しなければならないとして, ①もしくは②,
①かつ②で発症しない程度のときには要因を③とみるべきであるとする｡
また, 判旨３において本事案では, ①業務による心理的負荷と③個体側
要因とが複合的に認められるが, ①だけで精神障害を発症する事案であっ
たと判断されている｡
(2) 複合的要因 (競合) が考えられる場合の認定方法として, 広く行
政実務で判断基準とされている平成11年通達の考え方によれば, 同判決
とは異なり次のような場合分けによって総合判断が行われる｡ まず, ①
の評価が ｢強｣ の場合にもそれだけで ｢業務上｣ 認定はせず, ②かつ③
が認められないことも検討した上で, 最終的に①が原因であるとして業
務上と判断する (A-1)｡ あるいは①の評価が ｢強｣ の場合で, ②また
は③が認められる場合には, ②または③が有力な原因となったと認めら
れる状況がないというときに業務起因性があると判断する (A-2)｡ し
かし一方で, ①の段階で ｢強｣ と判断されなければ, ｢業務外｣ と判断
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 平成11年通達 ｢第３ 判断要件について(2)｣ は､ 業務による心理的負荷 (①)
に関して ｢おそれ｣ という表現を用いている｡ その理由は, 仮に ｢おそれ｣
という表現がないと①の要件を満たせばそれだけで精神障害を発病させる有力
され, ②③はそもそも検討されない (B), というのが平成11年通達の
立場である｡
(3) 本判旨の判断枠組みは, ①だけで発症する場合はそれだけで業務
起因性を肯定し, ②や③の検討を要しない点で, 平成11年通達 (A-1)
とは異なる｡ もっとも, 本件では, ①業務による心理的負荷だけで精神
障害を発症する事案であったと認定されているものの, ③個体側の要因
についても発症の原因となっていたかどうか検討がなされ, ③が認めら
れていることから, 平成11年通達 (A-2) に沿ったあてはめがなされて
いる｡ 本判旨２の判断枠組みに従うのであれば, ①業務による心理的負
荷のみで発症するケースであったのだから, ③個体側の要因を判断する
必要は特段なかったのではないかと思われる｡
とはいえ, 複合的要因が疑われる場合 (そのほとんどが①業務による
心理的負荷と③個体側の要因とが競合する場合である) 本事案同様, ③
個体側要因が有力な原因であったと判断されたケースはこれまでの裁判
例になく, すべて①業務による心理的負荷が有力な原因であったと判断
されている｡ すなわち, ①と③が競合する場合, ③個体側の要因があ
ることを理由に業務 ｢外｣ 認定されたケースはないようである｡ また,
①が認められ業務 ｢上｣ 認定された事案のなかでも, うつ親和的な性格
傾向があるものの, 精神障害発症への寄与はないとして③を認めない裁
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な原因であることとなり, ②業務以外の心理的負荷や③個体側要因は必要ない
ものになるのではないかという議論が起こりうるため, ①～③を総合判断する
意味で ｢おそれ｣ という文言になっている (労働調査会・前掲注6) 126-127頁)｡
 この判断枠組みを支持する裁判例として, 前掲①事件判決, ⑦事件判決およ
び⑨事件判決等｡
 ⑭地公災基金神戸支部長 (長田消防署) 事件・神戸地判平成14･3･22労判827
号107頁, 前掲⑪事件判決, ⑮豊田労基署長 (トヨタ自動車) 事件・名古屋高
判平15･7･8労判856号14頁, 前掲⑥事件判決｡
判例も少なくない｡
脳・心臓疾患における過労死の事案において, 基礎疾患があることを
どのように捉えるかという問題とパラレルに, うつ病における過労自
殺の事案では, ③個体側要因 (特に労働者のうつ親和的な性格傾向) を
発症の有力原因 (あるいは発症への寄与がある) と捉えることに躊躇が
あるのではないかと推測される｡ 平成11年通達では, ①とは別に③を検
討することになっているし, 本判決でも①とは別に③が検討されている
が, 本事案でもこれまでの裁判例の傾向からも, 実際上③があまり機能
していないのではないかということが指摘できる｡ このことは, ①の判
断における ｢平均的な労働者｣ 概念にある程度の幅をもたせることや,
あるいは本判決および前掲⑩事件判決のように①の判断に労働者の主観
的要素を考慮すること (判旨１) とも関係があるように思われる｡
この点をふまえて, 平成11年通達とは異なり, 裁判例のなかにははじ
めから①と③を同一枠内で比較検討するものもある｡ たとえば ｢業務起
因性の判断に当たっては, 単に業務の内容の評価のみではなく, 仕事量
(労働時間) や責任, 物的・人的環境等の変化の有無や程度, さらには
個体側要因の有無と程度, その影響等も考慮してなされることが必要｣
との考え方である｡ このような問題は, 精神障害の業務起因性判断に
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 前掲④事件判決, ⑯地公災基金静岡県支部長 (小学校教員・自殺) 事件・東
京高判平20･4･24労判998号57頁, ⑰公務外災害認定処分取消請求事件・大阪地
判平22･3･29判タ1328号93頁｡
 脳・心臓疾患発症の業務上認定に際し, ｢裁判所は, 行政庁の事実認定…や
判断基準にとらわれず被災労働者に有利な認定判断を行っているという印象を
受ける (業務への従事が基礎疾患を自然的経過を超えて著しく増悪させたか否
かのみが判断され, 相対的に有力な原因といえるかは問題とされていない)｣
と評されている (菅野・前掲注2) 368頁)｡
 ⑱八女労基署長 (九州カネライト) 事件・福岡高判平19･5･7労判943号13頁
等｡
おける ｢個々の出来事の客観評価｣ の難しさを表すものでもある｡ つ
まり, 当該個別の出来事のなかでのみ (はじめて), 労働者の性格傾向
や資質が顕在化することもあるので, ③の段階で当該労働者の一般的
性格傾向を論じるより, ①のなかで論じた方が過重性を判断しやすいと
解されているからではないだろうか｡ しかしながら, ③を①に組み込む
ことに対してはなお疑問が残る｡ ｢業務による心理的負荷｣ の判断にお
いて主観的な要素を組み込むことは, 労災補償制度の趣旨から導かれる
業務起因性の ｢明白性｣ (労規則35条 (i)) との整合性に問題が生じる
と考えるからである｡
４ 業務の日常性とストレスの捉え方 (判旨３)
(1) 判旨３は, 被災労働者に対する配置転換は, 全くの畑違いの業務
(金融部門の営業職) であり, 平均的な労働者の観点からしても過度に
大きな負担であったと評価している｡ 特にそこでの業務内容は, 労働者
にとって未経験業務であるばかりか, (新人並みではなく) 経験者並み
のノルマが課されており, 変化に順応しづらくなっている45歳という年
齢や当該労働者の性格・性向から, 心理的負荷を助長したとされている｡
(2) 本事案は, 未経験業務とはいえ, 本人側の希望で行われた配置転
換であり, 金融部門の営業職という職種も形式的には日常的な業務に含
まれる｡ そのようななか当該労働者は常に最下位の成績しか収めること
ができないという状況にあった｡ このように, 本事案には未経験業務へ
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 上田達子 ｢ストレス関連疾患の法的救済―補償と賠償の課題｣ 日本労働法学
会誌109号43頁 (2007年)｡
 たとえば, 本事案の被災労働者が発症した精神障害は ｢うつ病エピソード｣
とされているが, これは単一の (最初の) うつ病エピソードのみに用いられる
用語である｡ それ以後にもあれば, 反復性うつ病障害に分類される｡ うつ病性
障害には一生のうちにエピソードが１回しかないものがかなり存在する｡
の配置転換であったこと, 業務自体は日常的なものであったこと, およ
び本人の成績があまり振るわなかったこと (ノルマ未達成) という特徴
がある｡
これまでの裁判例でも, 業務の日常性が問題となったものがある｡ 量
的な負荷 (恒常的に時間外労働がある等) や質的な負荷 (当該職務自体
が高度なものであり困難度が高い等) が伴わず, 業務が日常的なものに
とどまる限り, 業務過重性を否定する裁判例もある｡ たとえば小学校教
員の公開授業の指導案作成が公務の過重性判断で大きなウエイトを占め
ていた事案や, 貨幣処理機の保守サービスが業務内容であり, 機械故
障時のトラブル処理 (警察での事情聴取を含む) も本来的な業務内容に
含まれているなかでその過重性が争われた事案等である｡ 他方, 業務
の日常性は業務起因性を判断する上で何ら問題ないとする裁判例も存在
する｡ また, 本件のように業務に日常性は認められるものの, 当該労
働者にとっては未経験業務である, 当該労働者が新人であるといった事
情が存在する場合には日常的な業務であっても, 業務過重性判断にあたっ
ては一定の配慮が認められるものも多い｡ これは ｢平均的な労働者｣
概念に当該労働者の年齢や経験を加味するものであるが, 当該個人に属
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 ⑲公災基金岩手支部長 (平田小学校教諭) 事件・仙台高判平13･12･18労判
843号13頁｡
 前掲①事件判決｡
 ⑳公災基金高知県支部長 (南国市役所) 事件・高知地判平18･6･2労判926号
82頁｡ 同事案は, 市民税係の賦課事務作業に関する公務起因性が肯定された事
案である｡
 土浦労基署長 (総合病院土浦協同病院) 事件・水戸地判平17･2･22労判891
号41頁, 加古川労基署長 (東加古川幼稚園) 事件・東京地判平18･9･4労判
924号32頁, 国・真岡労基署長 (関東リョーショク) 事件・東京地判平18･11･
27労判935号44頁, 国・堺労基署長 (モンタボー) 事件・大阪地判平21･1･14
労判990号214頁｡
する要素であるとはいえ, 客観的な基準として把握しうるため, それら
を考慮していくことには賛成である｡
なお, 本件では, ３人中２人の精神科医師が業務の過重性を否定して
いるなかで, 地裁・高裁ともに業務上認定がなされた事案であった｡ こ
れまでの裁判例と比較し特段珍しいものではなく, ｢医証も経験則で再
吟味すべきものとの趣旨｣ であろうと考えられるが, 精神障害の業務
起因性判断は客観化が難しいだけにそれをどのように可視化・定型化し
うるのか今後とも重要な課題であろうと思われる｡
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 山口・前掲注11)120頁｡
